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-------------------------------------------------------------------------------------- 

令和６年の賃金引上げ等の状況 

～厚生労働省の実態調査結果より 

厚生労働省は 10 月 28 日、令和６年「賃金引上げ

等の実態に関する調査」の結果を公表しました。

「賃金引上げ等の実態に関する調査」は、全国の民

間企業における賃金の改定額、改定率、改定方法

などを明らかにすることを目的に、７月から８月にかけ

て調査を行っています。調査の対象は、常用労働者

100 人以上を雇用する会社組織の民営企業で、令

和６年は 3,622 社を抽出して調査を行い、1,783 社

から有効回答を得ました。 

◆１人平均賃金を「引き上げた・引き上げる」企業

の割合は 91.2％ 

令和６年中における賃金の改定の実施状況（９

～12 月予定を含む）をみると、「１人平均賃金を引

き上げた・引き上げる」企業の割合は 91.2％（前年

89.1％）、「１人平均賃金を引き下げた・引き下げ

る」は 0.1％（同 0.2％）、「賃金の改定を実施しな

い」は 2.3％（同 5.4％）、「未定」は 6.4％（同

5.3％）となっています。 

企業規模別にみると、すべての規模で「１人平均

賃金を引き上げた・引き上げる」企業の割合が９割

を超えており、いずれも前年の割合を上回っていま

す。 

また、賃金の改定状況（９～12 月予定を含む）を

みると、「１人平均賃金の改定額」は 11,961 円（前

年 9,437 円）、「１人平均賃金の改定率」は 4.1％

（同 3.2％）となっています。 

労働組合の有無別にみると、労働組合ありでは

「１人平均賃金の改定額」は 13,668 円（同 10,650

円）、「１人平均賃金の改定率」は 4.5％（同

3.4％）、労働組合なしでは 10,170 円（同 8,302

円）、3.6％（同 3.1％）となっています。 

◆定期昇給を「行った・行う」企業割合、管理職は

76.8％、一般職は 83.4％ 

令和６年中に賃金の改定を実施したまたは予定

している企業および賃金の改定を実施しない企業に

おける定期昇給制度のある企業の実施状況をみる

と、管理職では定時昇給を「行った・行う」企業の割

合は 76.8％（前年 71.8％）、「行わなかった・行わな

い」は 4.3％（同 5.0％）となっています。 

また、一般職では定期昇給を「行った・行う」は

83.4％（同 79.5％）、「行わなかった・行わない」は

2.6％（同 3.7％）となっています。 

 

最低賃金の引上げと企業対応 

～労働政策研究・研修機構「最低賃金の引

上げと企業行動に関する調査」より 

◆過去最高の引上額となった今年の最低賃金 

今年も 10 月以降、各都道府県にて新しい最低

賃金が適用されています。今年の全国加重平均額

は 1,055 円となり、前年から 51 円引き上げられ過去

最大の引上げ幅（引上げ率 5.1％）となっています。 

11 月 1 日に新しい最低賃金が発効した徳島県

は、全国平均を大きく上回る 84 円の引上げ（引上

げ率 9.4％）となったことが大きく報じられるなど、最低

賃金引上げの企業への影響の大きさを物語るものと

なっています。 

 

◆企業はどう対応しているか 

独 立 行 政 法 人 労 働 政 策 研 究 ・ 研 修 機 構

（JILPT）は、厚生労働省からの要請に基づき、地

冨労務管理事務所便り 
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域別最低賃金の引上げが中小企業・小規模事業

者に及ぼす影響や対応状況についての調査を 2021

年度･2022 年度と連続で実施しています。 

そのうち、2022 年度調査の全有効回答企業

（7,634 社）に、最低賃金の引上げに対処するために、

2022 年に経営面や雇用・賃金面で取り組んだこと

があったか尋ねたところ、「取り組んだことがあった」と

の割合は 30.7％となっています。具体的な取組内容

（複数回答）は、「賃金の引上げ（正社員）」が

53.1％と最も多く、次いで「製品･サービスの価格･料

金の引上げ」（45.3％）や「人件費以外の諸経費の

コスト削減」（43.7％）、「人員配置や作業方法の改

善による業務効率化」（36.1％）、「賃金の引上げ

（非正社員）」（34.9％）、「給与体系の見直し」

（28.1％）、「労働時間の短縮」（24.4％）などが挙

がっています。 

◆今後も続くことが予想される最低賃金の引上 

最低賃金の引上げは今後も続いていくことが予想

されます。自社における影響を踏まえて、引き続き対

応を検討していく必要があるでしょう。 

 

新企業の「賃金のデジタル払い」対応状況 

～帝国データバンクの調査結果より 

◆PayPay で給与受取りが可能に 

８月にキャッシュレス決済サービス「PayPay」が、

賃金のデジタル払いの取扱事業者（資金移動業者）

第１号として厚生労働省から指定を受けました。９

月にはソフトバンクグループ各社が希望する社員に

対し、給与を PayPay で支払いました。 

そこで、帝国データバンクは、企業における賃金デ

ジタル払いへの対応についてアンケートを実施し、調

査結果を公表しました（アンケートの実施期間は

2024 年 10 月 4 日～10 日、有効回答企業数は

1,479 社）。 

◆約９割の企業が「導入予定なし」 

アンケートの調査結果のポイントは、以下のとおり

です。 

・賃金のデジタル払いの「導入に前向き」な企業は

3.9％、88.8％は「導入予定はない」 

・導入に前向きな理由は、「振込手数料の削減」

（53.8％）、「従業員の満足度向上」（42.3％）、

日払いや前払いのしやすさなどの「事務手続きの

削減」（32.7％） 

・導入予定がない理由は、デジタル払いと口座振込

の二重運用や労使協定の改定などによる「業務

負担の増加」（61.8％）、「制度やサービスに対す

る理解が十分でない」（45.0％）、「セキュリティ上

のリスクを懸念」（43.3％） 

◆「賃金のデジタル払い」は普及するのか 

PayPay での賃金のデジタル払いは、ソフトバンク

グループ以外にオービック、サカイ引越センター、ニチ

ガス（日本瓦斯）グループで導入が開始（予定）され

ています。現状では、企業は賃金のデジタル払いの

導入に対して、利便性やセキュリティへの懸念、業務

へ の負担増な ど に よ り消極的 で す が 、 今後、

PayPay 以外の取扱事業者が参入し、保証体制や

安全性等が強化されれば普及していくでしょう。 

 

12 月の税務と労務の手続提出期限 

［提出先・納付先］ 

10 日 

○ 源泉徴収税額・住民税特別徴収税額の納付

［郵便局または銀行］ 

○ 雇用保険被保険者資格取得届の提出＜前

月以降に採用した労働者がいる場合＞ 

［公共職業安定所］ 

○ 特例による住民税特別徴収税額の納付［郵便

局または銀行］ 

31 日 
○ 健保・厚年保険料の納付［郵便局または銀行］ 
○ 健康保険印紙受払等報告書の提出［年金事

務所］ 
○ 労働保険印紙保険料納付・納付計器使用状

況報告書の提出［公共職業安定所］ 
○ 外国人雇用状況の届出（雇用保険の被保険

者でない場合）＜雇入れ・離職の翌月末日＞

［公共職業安定所］ 
○ 固定資産税・都市計画税の納付＜第 3 期＞

［郵便局または銀行］ 


